
第3回学校保育園あり方検討審議会

「選択肢  #1」
2026年6月9日
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「選択肢」

選択肢  #1
6月9日（第3回）

● 選択肢1：現状維持

（3校5園の現在の維持管理費、全

校建替した場合の費用）

● 選択肢2：1校への統廃合

（国補助金、スクールバス費、避難

所維持費または解体費）

● 選択肢3：義務教育学校

（中学校教員配置の課題）

選択肢  #2
6月23日（第4回）

● 選択肢4：長寿命化改修と複合化

による学校・拠点維持 （耐力度調査

結果、国補助金）

● まとめ：選択肢1~4の中長期的なコ

スト比較



町立学校保育園あり方検討審議会の諮問内容

①教育理念、②現状（建物の耐用年数・財政・出生数や社会増）、

③国財活用の選択肢（統廃合・長寿命化・複合化）を総合的に審議し

下記内容を満たす小学校保育園のあり方の方向性を導き出す。

1. 未来を生きる子どもたちに望ましい教育環境

2. 次世代に負担を残さない公共施設マネジメント

3. 地域の安全・持続可能性と教育への地域の参画
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各小学校舎の現状

富士見小学校 本郷小学校 境小学校

「富士見町公共施設個別施設計画」

建築年度 1974年 1979年 1983年

築年数 52年 47年 43年

耐用年度 2034年 2039年 2043年

耐用年までの年数 8年 13年 17年
*2026年現在 7
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児童数 実数推移と2026年の人口集計からの予測値

*富士見町人口集計表

小学全
体数生

富士見小

本郷小

境小

*2027年からは2026年4月1日人口集計

からの児童数予測値
800 792
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〇児童数 実数推移と
2026年の人口集計から
の予測値から各学年の
クラス数を予測していま
す。

〇緑のラインは中学校
の教室数

〇赤のラインは小学校
のクラス数

2038年以降、
全学年が35名以下と予測される
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国が推奨する学校の適正規模
（公立小学校 中学校の適正規模 適正配置等に関する手引）

•小学校、中学校共に12学級以上18学級未満

•現在の町内小学校の実態

　富士見小　１５学級　　（普通学級１２　特支３）

　本郷小　　　８学級　　（普通学級６　　特支２）

　境小　　　　７学級　　（普通学級６　　特支１）

•同時に適正な通学距離について小学校は４㎞以内としている

　適正規模だけでなく、通学距離とのバランスを考慮する必要

•国は推奨しているだけであり、決定は市町村に任されている
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適正規模の学校と小規模校の長所短所

•小規模校の長所

　一人一人への手厚い指導

　地域との密接なつながり

•適正規模校の長所

　クラブ活動や行事の活気

　多様な価値観との出会い

•小規模校の短所

　人間関係の固定化

　競争意識の低下

　複式学級の可能性

•適正規模校の短所

　施設不足

　個々の児童に対して目が届き

　にくい
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メリット
の最大化

デメリット
の最小化

*H27 文部科学省
「公立小学校・中学校の適正規模・適正配

置等に関する手引」から作成
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*H27 文部科学省
「公立小学校・中学校の適正規模・適正配

置等に関する手引」から作成
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01 現状維持

02 1校への統廃合

03 義務教育学校
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保育園５園・小学校3校の年間の維持費用
※令和７年度予算執行額を参考

維持管理費 人件費 計

富士見保育園　 　　4千6百万円 　１億２百万円 １億４千８百万円

西山保育園 　　3千7百万円 　８千３百万円 　　１億２千万円

本郷保育園 　　3千5百万円 　７千７百万円 １億１千２百万円

境保育園 　　2千万円 　４千２百万円 　　６千２百万円

落合保育園 　　1千2百万円 　３千２百万円 　　４千４百万円

富士見小学校 　　9千7百万円 　　　 ２千万円 １億１千６百万円

本郷小学校 　　4千9百万円 　１千１百万円 　　　　６千万円

境小学校 　　3千2百万円 　１千３百万円 　　４千５百万円

計 3億2千8百万円 　３億８千万円 ７億８百万円／年

〇保育園5園、小学校3校を維持する場合の年間維持費は、約７億８百万円です。
〇内訳は、人件費が約３億８千万円、維持管理費が約３億２千８百万円です。 16



保育園５園・小学校３校の解体、新築費用
※類似事例より延べ床面積当たりの単価で算出

解体費用 新築費用

富士見保育園（延べ床  １,２７７㎡） 　４千５百万円 　８億４千６百万円

西山保育園（〃  １,０８６㎡） 　　　 ５千万円 　  　 ７億２千万円

本郷保育園  （〃 ８８７㎡） 　４千１百万円 　５億８千８百万円

境保育園（〃  ５１６㎡） 　２千５百万円 　３億４千２百万円

落合保育園（〃  ３６３㎡） 　１千８百万円 　２億４千１百万円

富士見小学校（〃６，３２０㎡） ７億２千３百万円 ３７億６千６百万円

本郷小学校（〃４，７１１㎡） ５億３千９百万円 　    ２８億７百万円

境小学校（〃４，１９２㎡） ４億６千２百万円 ２４億９千８百万円

計 　１９億３百万円 １１８億８百万円

１３７億１千１百万円

将来、建て替えや解体が必要になった場合、約137億円が見込まれます。
17



01 現状維持

02 1校への統廃合

03 義務教育学校
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小学校１校、保育園（新設）３園　
1校を新築して、３園を維持する費用

小学校１校の新築
＋解体費

　３７億６千６百万円
　＋７億２千３百万円

保育園３園の新設
＋解体費

　２１億５千４百万円
＋１億３千６百万円

小学校１校の維持管理費用 １億１千２百万円／年

小学校までのスクールバス運行費３路線 　　　 　９百万円／年

保育園３園の維持管理費用 ３億７千８百万円／年

廃校、廃園の費用

保育園２園の解体費用 　　　　４千２百万円

２校を避難所として長寿命化する費用
／または２校を解体する費用

　       ２１億３千万円
　　／１０億１百万円

廃校２校を解体まで維持していく費用 　　　　８百万円／年

〇１校３園の新築に６７億７千９百万円（町負担２５億７千万円）

〇２校２園解体１０億４千３百万円／２校長寿命化・２園解体２１億７千２百万円（町負担１５億９千７百万円）

　➡町負担４１億６千７百万円

〇維持管理費５億７百万円／年

町負担 8億9千8百万円

町負担 16億7千2百万円

町負担 15億5千5百万円

*統廃合と同時でない解体には国補助なし
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小学校１校、保育園（大規模改修）３園　
1校を新築して、３園を維持する費用

小学校１校の新築
＋解体費

　３７億６千６百万円
　＋７億２千３百万円

保育園３園の大規模改修費用 　　　 ７億５百万円

小学校１校の維持管理費用 １億１千２百万円／年

小学校までのスクールバス運行費３路線 　　　 　９百万円／年

保育園３園の維持管理費用 ３億７千８百万円／年

廃校、廃園の費用

保育園２園の解体費用 　　　　４千２百万円

２校を避難所として長寿命化する費用
／または２校を解体する費用

　       ２１億３千万円
　　／１０億１百万円

廃校２校を解体まで維持していく費用 　　　　８百万円／年

〇１校新設・３園大規模改修に５１億９千４百万円（町負１４億１千３百万円）

〇２校２園解体１０億４千３百万円／２校長寿命化・２園解体２１億７千２百万円（町負担１５億９千７百万円）

　➡町負担２９億６千８百万円

〇維持管理費５億７百万円／年

町負担 8億9千8百万円

町負担 5億1千5百万円

町負担 15億5千5百万円

／統廃合と同時でない解体には国補助なし
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1校に統廃合し、小学校を新設した場合の町負担イメージ （解体入）

8億9千8百万円

仮に44億8千9百万円とした場合の一般財源（町負担）： 8億9千8百万円

起債 90% 20億2千万円

　　　　 
交付税措置

13億4千7百万円

一般
財源

2
億

2千
万
円

6億7千3百
万円

国庫補助
50%

22億4千5百万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。

本郷小2039年耐用年 境小2043年耐用年富士見小2094年耐用年
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保育園3園大規模改修した場合の町負担イメージ

5億1千5百万円

仮に7億5百万円とした場合の一般財源（町負担）： 5億1千5百万円

起債 90% 6億3千5百万円

　　　　 
交付税措置30%

1億9千万円

一般財
源

7千万
円4億4千4百万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。

*公共施設等適正管理推進事業債を活用
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廃校2校を避難所として長寿命化改修した場合の町負担イメージ

15億5千5百万円

仮に21億千3千万円とした場合の一般財源（町負担）： 15億5千5百万円

起債 90% 19億1790万円

　　　　 
交付税措置30%

5億7537万円

一般財
源
2
億

1千3百
万
円

13億4253万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。

本郷小2039年耐用年 境小2043年耐用年
*公共施設等適正管理推進事業債を活用
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01 現状維持

02 1校への統廃合

03 義務教育学校
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小学校の学級編成（県からの配置）

•令和8年度の境小学校

　７学級（普通６　特支１）

　校長１

　教頭１

　担任７（普通６　特支１）

　専科１（専科は6学級以上１県よ
り加配）

　養護教諭１

　事務職員１

•令和13年度の境小学校

　６学級（普通６）

　校長１

　教頭１

　担任６

　専科１

　養護教諭１

　事務職員１

児童数が減っても県から配置される教員数に変化はない
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中学校学年 1クラス
時代の可能性

令和20年度
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普通学級を構成する要件
①当該中学校に入学すること

②普通学級に入学する子どもが３５人いれば１クラス

③３６人からは２クラスではあるが、一人転出すれば１クラスになる

　可能性が高いため、正規教員は配置されない。

④特別支援学級に入級する子どもは普通学級の人数にカウントでき

　ない。

３８人出生の学年は、社会増がない限り、２人私立中学や中高一貫校に進学
し、１人特別支援学級に在籍した段階で１クラスになる

28



中学校の学級編成（県からの配置）

•令和8年度の富士見中学校

　校長１

　教頭１

　担任１５（普12　特支３）

　専科６

　養護教諭１

　事務職員２（１共同事務室）

•令和20年の富士見中学校

　校長１

　教頭１

　担任５（普４　特支１）

　専科３

　養護教諭１

　事務職員１

生徒数が減ることで県から配当される教員は 10人以上減少

授業ができる先生　21人 授業ができる先生　8人 29
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中学校で必要となる教科と授業時数
（週時数）×学級数＝一人の先生の週時数

①国語（４）

②社会（３）

③数学（４）

④理科（３）

⑤音楽（１．５）

⑥美術（１．５）

⑦保健体育（３）

⑧技術（１．５）

⑨家庭科（１．５）

⑩外国語（４）

　この他に

•道徳（１）

•総合的な学習（２）

•特別活動（１）

①複数免許を持っている教員を配置
②小規模中学校間で兼務発令する

31
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小学校・中学校以外の新たな枠組み

•小中一貫校

　・一人の校長のもと、学校目標やカリキュラムに一貫性を持た

　　せる学校⇒都市部で多く見られる。

　・教員の小中兼務は原則行われない

•義務教育学校

　・小中合わせて9年間をひとまとまりとした学校

　・一人の校長のもと、学校目標やカリキュラムに一貫性を持た

　　せる学校⇒中山間地で多く見られる。

　・免許があれば教員を柔軟に配置できる（小中兼務）
33



中標津町における取組

小中一貫校

•子どもの数が多い都市部

•校舎はそれぞれ別で校長も別

•教員の行き来はない

•小学校6年で卒業式

•名前は小中一貫だが既存の

　小学校中学校の枠組み

義務教育学校

•子どもの数が少ない山間部

•全校100名未満

•校長は1人で、教員も小学校1年
から中学校3年まで授業ができ
る（免許は必要）

•同一敷地に設置

•卒業式は9年生の終わりに実施

34
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（美麻小中学校の例）
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配置例①中学校＋小学校高学年、小学校低学年１校、保育園３園

中学校の空き教室を活用して、小学校１校・保育園３園を長寿命化し
て維持する費用

小学校１校の長寿命化改修費用 　　１５億４百万円

小学校１校の維持管理費用 　１億１千６百万円／年

小・中学校までのスクールバス運行費 　　　１千８百万円／年

保育園３園の大規模改修費用 　　　 ７億５百万円

保育園３園の維持管理費用 　３億７千８百万円／年

廃校、廃園の費用

保育園２園の解体費用 　　　　　４千２百万円

２校を避難所として長寿命化する費用
／または２校を解体する費用

　 ２１億３千万円
／１０億百万円

廃校を解体まで維持していく費用 　　　　８百万円／年

町負担 3億9千9百万円

町負担 5億1千5百万円

町負担 15億5千5百万円

／統廃合と同時でない解体には国補助なし

〇１校３園の長寿命化・大規模改修に２２億９百万円（町負担９億１千４百万円）

〇２校２園解体１０億４千３百万円／２校長寿命化・２園解体２１億７千２百万円（町負担１５億５千５百万円）

　➡町負担２４億６千９百万円

〇維持管理費５億２千万円／年

長寿命化改修については
次回説明します
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統廃合する１校を長寿命化した場合の町負担イメージ

3億9千9百万円

仮に15億4百万円とした場合の一般財源（町負担）： 3億9千9百万円

起債 9億7百万円

　　　　 
交付税措置
6億5百万円

一般
財源
9千
6百
万
円

3億2百万円

国庫補助
33.3%
5億円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。

本郷小2039年耐用年 境小2043年耐用年富士見小2064年耐用年

長寿命化改修については
次回説明します
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保育園3園大規模改修した場合の町負担イメージ

5億1千5百万円

仮に7億5百万円とした場合の一般財源（町負担）： 5億1千5百万円

起債 90% 6億3千5百万円

　　　　 
交付税措置30%

1億9千万円

一般財
源

7千万
円4億4千4百万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。 44



配置例②中学校＋小学校高学年、小学校低学年３校、保育園３園

中学校の空き教室を活用して、小学校３校、保育園３園を長寿命化して維
持する費用

小学校３校の長寿命化費用 　３６億３千５百万円

小学校３校の維持管理費用 　　 ２億１千６百万円／年

中学校までのスクールバス運行費 　　 　　　９百万円／年

保育園３園の大規模改修費用 　　  　　７億５百万円

保育園３園の維持管理費用 　　３億７千８百万円／年

廃園の費用

保育園２園の解体費用 　　　　　４千２百万円

町負担 9億6千3百万円

町負担 5億1千5百万円

〇３校３園の長寿命化・大規模改修に４３億４千万円（町負担１４億７千８百万円）

〇２園解体４千２百万円

　➡町負担１５億２千万円

〇維持管理費６億３百万円／年

長寿命化改修については
次回説明します
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小学校3校を長寿命化した場合の町負担イメージ

9億6千3百万円

仮に36億3千5百万円とした場合の一般財源（町負担）： 9億6千3百万円

起債 21億9千2百万円

　　　　 
交付税措置

12億9千7百万円

一般
財源
2億3
千

3百
万
円

7億3千万円

国庫補助
33.3%

12億1千万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。

本郷小2069年耐用年 境小2073年耐用年富士見小2064年耐用年

長寿命化改修については
次回説明します
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配置例③中学校＋小学校高学年、小学校低学年３校＋保育園３園
（小学校に複合化）

中学校の空き教室を活用して、小学校３校、保育園３園を長寿命化して維
持する費用

小学校３校の長寿命化・複合化費用
＋保育園2園の解体費

　３６億３千５百万円
＋４千２百万円

小学校３校の維持管理費用 　　 ２億１千６百万円／年

中学校までのスクールバス運行費 　　 　　　　９百万円／年

保育園３園の維持管理費用 　　２億１千６百万円／年

町負担 7億5千3百万円

〇３校３園の長寿命化・複合化に３６億７千７百万円（町負担７億５千３百万円）

　➡町負担  ７億５千３百万円

〇維持管理費４億４千１百万円／年

長寿命化改修・複合化に
ついては次回説明します
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小学校3校を長寿命化＋複合化した場合の町負担イメージ

7億5千3百万円

仮に36億7千7百万円とした場合の一般財源（町負担）： 7億3千5百万円

起債 90% 16億5千5百万円

　　　　 
交付税措置
11億3百万円

一般
財源

1
億

8千
万
円

5億5千2百
万円

国庫補助
50%

18億3千9百万円

*国の交付金・地方債の該当メニューに、想定される経費を仮に当てはめたイ
メージですので、実際の数字と異なることをご了承ください。

本郷小2069年耐用年 境小2073年耐用年富士見小2064年耐用年

長寿命化改修・複合化に
ついては次回説明します
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全体での質問・意見交換

　　　　　　　

　　　　　　　質問・意見交換

● 現状維持
● 統廃合　　
● 義務教育学校

　　に関する質問・感想など
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50

「選択肢」

第3回
6月9日

● 選択肢1：現状維持

（3校5園の現在の維持管理費、全

校建替した場合の費用）

● 選択肢2：1校への統廃合

（国補助金、スクールバス費、避難

所維持費または解体費）

● 選択肢3：義務教育学校

（中学校教員配置の課題）

第4回
6月23日

● 選択肢4：長寿命化改修と複合化

による学校・拠点維持 （耐力度調査

結果、国補助金）

● まとめ：選択肢1~4の中長期的なコ

スト比較
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